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第１ 審査会の結論 

 栃木県知事（以下「実施機関」という。）が行った公文書非開示決定

(文書不存在)は妥当である。 

 

第２ 諮問事案の概要 

  １ 公文書の開示請求 

(1) 審査請求人は、実施機関に対し、栃木県情報公開条例（平成11年栃木

県条例第 32 号。以下「条例」という。）第６条第１項の規定により、

平成31(2019)年１月７日付け及び同月９日付けで、次のとおり公文書開

示請求を行った。 

(2) 本件開示請求の内容 

ア 平成 31(2019)年１月７日付け公文書開示請求（以下「本件開示請求

１」という。） 

都市整備課、秘書室、人事課、行政改革推進室から、対応拒否の文

書が送られてきた。法、条例、規則等で対応拒否に関して、どのよう

に書かれているか、開示下さい。 

イ 平成 31(2019)年１月９日付け公文書開示請求（以下「本件開示請求

２」という。） 

(ｱ) 質問の法的扱いは、どのように書かれているのか開示下さい。 

(ｲ) 対応拒否は、正当理由があればできると思うが、対応拒否できる

場合の規則・法の文言が書かれていると思うので、これを回答下さ

い。 

(ｳ) 知事から、早速読ませていただきました。内容については「担当

部局に伝え回答させます」とあり、「回答させます」の意味は単に

拒否文書を送付することではないと思うのに、どうして対応拒否文

が出されるか理解できない。対応拒否が出せる根拠を開示下さい。 

２ 本件開示請求に対する実施機関の処分 

(1) 本件開示請求１について 

実施機関は、本件開示請求１の内容を「法、条例、規則等で、対応拒

否の根拠（どのように書かれているか）について明文化された規則等の

開示を求めたもの」であると判断した上で、請求内容の対象となる公文

書は存在しないことから、都市整備課において平成31(2019)年１月23日

付けで、条例第11条第２項の規定に基づく公文書非不開示決定(文書不

存在)を行った（以下「本件処分１」という。）。 

(2) 本件開示請求２について 

ア 本件開示請求２(ｱ)について 

  本件開示請求２(ｱ)について、実施機関は「県民から一般に寄せられ
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る質問の法的扱いについて、明文化された規定等の開示を求めたもの」

であり、対応所属は人事課と判断した。 

イ 本件開示請求２(ｲ)について 

実施機関は、本件開示請求２(ｲ)の内容は本件開示請求１と同様であ

ると判断した。 

ウ 本件開示請求２(ｳ)について 

実施機関は、本件開示請求２(ｳ)について、審査請求人が広報課の

所管する「知事にアクセス」において行った発言を踏まえた上で、

「対応拒否ができる根拠」について、改めて「明文化された規定等の

開示を求めたもの」と判断した。 

エ 本件開示請求２(ｱ)(ｲ)(ｳ)に対する処分について 

実施機関は上記ア、イ、ウを踏まえた上で、アについては人事課が

対応し、イ、ウは、都市整備課において、いずれも請求内容の対象と

なる公文書が存在しないことから、平成31(2019)年１月23日付けで、

条例第11条第２項の規定に基づく公文書非不開示決定（文書不存在）

を行った（以下「本件処分２」という。）。 

３ 審査請求 

審査請求人は、本件処分１及び２を不服として、平成 31(2019)年１月

30日付けで実施機関に対し審査請求（以下「本件審査請求」という。）を

行った。 

４ 諮問 

実施機関は、令和元(2019)年７月５日付けで、本件審査請求について、

栃木県行政不服審査会（以下「審査会」という。）に諮問した。 

 

第３ 審査請求人の主張要旨 

１ 審査請求の趣旨 

本件処分の取消しを求める。 

２ 審査請求の理由等 

  審査請求の理由は、審査請求書、反論書によれば、おおむね以下のとお

りである。 

(1) 実施機関は「対応拒否」について、規定等、明文化された文書は存在

しないとしているが、私が行った「知事にアクセス」に対しての業務規

定は、個別広聴事業事務取扱要領の第８に、回答を要しない事案が明確

に明文化されている。 

(2) 問題発生の原因が行政側にある場合は、対応拒否はできないと考える。

しかるに４課室（人事課、都市整備課、総合政策課、行政改革推進室の

４課室を指す。以下「４課室」という。）は対応拒否文書を送達したの
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だから、拒否できる規定はあると考える。 

(3) 私が行った「知事にアクセス」での質問に対して、知事から「担当部

局に伝え、回答させます」とのメールを頂いた後に、４課室から届いた

対応拒否の文書は、知事の考えに背くものであり、知事に背くことは法

的にできないと考える。特に、総合政策課秘書室は知事に背くことはあ

ってはならない。秘書室は知事名で回答するとの約束を破られた。 

(4) 実施機関は、審査請求人の「対応拒否したとの主張は誤りである」

と主張しているが、実施機関の考えこそ間違いである。何度も同じ質

問をした理由は、（審査請求人の）質問に対して（回答に）主張・意

見が書かれているが、理由・根拠が書かれておらず、理解できないた

めである。 

主張・意見には、それを支える理由・根拠を述べなければならないの

は、世界の規範・原則である。回答しない理由を業務に支障になるとし

て私に転化するとは、全く考え違いをしている。 

 

第４ 実施機関の主張要旨 

弁明書、意見聴取によると、おおむね次のとおりである。 

１ 本件処分１について 

(1) 本件開示請求１の請求内容について 

本件開示請求１の請求内容は、実施機関が平成30(2018)年12月28日に

審査請求人に送付した文書（以下「本件送付文書」という。）を、審査

請求人からの質問等に対する対応拒否の文書と解釈した審査請求人が、

実施機関に対して「法、条例、規則等で、対応拒否の根拠がどのように

書かれているかについて明文化された規則等」の開示を求めたものであ

ると判断される。 

なお、本件送付文書は「知事にアクセス」とは関係なく、実施機関に

出されていた質問書に対する回答として出した通知である。 

(2) (1)の対象となる公文書の不存在について 

上記の本件送付文書とは、審査請求人から繰り返しの質問等があり、

審査請求人がこれまでの回答に納得せず、話が平行線で続いているため

に他の業務に支障が出ている４課室で協議して、審査請求人からの今後

同様の、あるいは関連する質問等についての対応方針を決めて送付した

ものであり、作成の根拠となる特段の規定等、明文化された文書は存在

しない。 

上記の協議とは、４課室から各１、２名が集まって、やりとりが長期

間にわたって平行線となっている場合どのように対応すべきか、民間の

対応などを参考に話し合ったものである。なお、共通の課題についての
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フリートークのようなものなので、特段、打合せの経過や復命等は作成

していない。 

２ 本件処分２について 

(1) 本件開示請求２の請求内容について 

ア 本件開示請求２(ｱ)の請求内容について 

本件開示請求２(ｱ)は、請求内容から対応所属は人事課であると判

断される。 

イ 本件開示請求２(ｲ)の請求内容について 

本件開示請求２(ｲ)の請求内容は、本件開示請求１と同様と判断さ

れる。 

ウ 本件開示請求２(ｳ)の請求内容について 

本件開示請求２(ｲ)の請求内容は、「知事にアクセス」での発言も

踏まえた上で、対応拒否ができる根拠について、改めて明文化された

規定等の開示を求めたものと判断される。 

なお、本件送付文書は「知事にアクセス」とは関係なく、実施機関

に出されていた質問書に対する回答として出した通知である。 

(2) (1)の対象となる公文書の不存在について 

ア (1)アの対象となる公文書の不存在について 

人事課からの対応となるため言及されていない。 

イ (1)イの対象となる公文書の不存在について 

１(1)と同様である。 

ウ (1)ウの対象となる公文書の不存在について 

１(1)と同様である。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

本件送付文書は、これまで平行線となっている質問について、改めて整

理して回答したものであり、その上で、今後、同様の質問等について対応

しかねる旨を伝えたものであることから、審査請求人の対応を拒否したと

の主張は誤りである。 

 

第５ 審査会の判断 

１ 判断に当たっての基本的な考え方 

(1) 条例は、地方自治の本旨にのっとり、県民に公文書の開示を請求する

権利を保障することにより、県が県政に関し県民に説明する責務を全う

するようにするとともに、県民の県政への参加を推進し、もって一層公

正で開かれた県政の実現に寄与することを目的に制定されたものであり、

原則公開の基本理念の下に解釈し、運用されなければならない。 

(2) 行政不服審査法第２条は、「行政庁の処分に不服がある者は（略）審
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査請求をすることができる。」と規定しており、審査請求の対象は「行

政庁が行った処分」である。 

「行政庁の処分」とは、同法の逐条解説（総務省行政管理局）によれ

ば「行政庁が国民に対する優越的な地位に基づき、人の権利義務を直接

変動させ、又はその範囲を確定する効果を法律上認められている行為な

ど人の権利義務に直接具体的な効果を及ぼす行為をいう」ものであり、

本件審査請求では、公文書開示請求に対して「非開示決定」を行った本

件処分がこれに該当し、審査請求の対象である。 

したがって、本件処分以外を審査請求の対象とすることはできず、当

審査会の審査事項も本件処分の違法性、不当性の判断に限られる。 

(3) 当審査会は、(1)及び(2)の基本的な考え方に立って本件諮問事案を調

査審議し、県民等の公文書の開示を求める権利が侵害されることのないよ

う条例を解釈し、本件処分について、以下のとおり判断するものである。 

２ 本件開示請求１及び２の対象公文書について 

(1) 本件開示請求１及び２の請求内容は、次のように整理することがで

きる。 

 ア 質問の法的扱いは、どのように書かれているのか。 

 イ 対応拒否は、法、条例、規則等でどのように書かれているか。 

(2) (1)で整理した開示請求の内容のうち、アは人事課が対応所属である

ことから、実施機関はイについて、対象公文書を「法、条例、規則等

で、対応拒否の根拠がどのように書かれているかについて明文化され

た規則等」と特定している。 

３ 対象公文書特定の妥当性について 

条例第２条第２項では、開示請求の対象である公文書について、実施

機関の職員が職務上作成又は取得した文書等である旨、規定している。 

これを踏まえて、上記２(2)の対象公文書の特定について、以下検討を

行う。 

審査請求人は、本件送付文書に記載された「今後同様の、あるいは関

連する質問等については、対応しかねる」という文言から、同文書は自

身が行う質問等に対する「対応拒否」を通告したものであると受け止め、

そのような扱いを可能とする、法、条例、規則等の根拠規定があるはず

だと考え、その開示を求めたものと考えられる。 

当審査会において、本件送付文書について見分を行い、実施機関に確

認したところ、当該文書には審査請求人からの質問とそれに対する実施

機関側の回答が記載されており、「同じ質問を繰り返すのであれば、今

後はこの文書をもって答えとさせていただく」という趣旨の文書であっ

たと認められる。 
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審査請求人は、上記趣旨を「対応を拒否する」ものと受け止めている

ことから、対象公文書は「法、条例、規則等で、対応拒否の根拠がどの

ように書かれているかについて明文化された規則等」であると特定した

実施機関の判断は妥当である。 

なお、審査請求人は、反論書において「知事にアクセス」を含む個別

広聴事案の取扱いを規定した「個別広聴事業事務取扱要領」が開示請求

の対象である旨主張するが、本件送付文書は「知事にアクセス」に起因

するものではなく、審査請求人から実施機関に出されていた複数の質問

書に対する回答として発出された文書であるため、同要領の第８に規定

される回答の要否は本件において準用されるものではない。したがって、

同要領は対象公文書には該当しない。 

４ 対象公文書の不存在について 

条例第 11 条第２項は、開示請求に係る公文書を保有していないときは、

開示をしない旨の決定をする旨、規定している。 

これを踏まえて、上記２(2)で特定した対象公文書が不存在であること

の妥当性について、以下検討を行う。 

審査請求人は本件送付文書を「対応拒否」と受け止めていることから、

実施機関が、何らかの規定等に基づいて本件送付文書を発出したのであ

れば、その規定等が対象公文書に該当する。 

実施機関は、本件送付文書について、県には特段の根拠となる規定等

がないために「同様の立場にある４課室が協議して対応を決めた」と説

明している。仮に、根拠となる規定が存在するのであれば、実施機関は

当該規定に基づいて本件送付文書を発出すれば良く、改めて「同様の立

場にある４課室が協議して対応を決め」る必要はなかったと考えられる

ため、この説明に特段不合理な点があるとは認められない。 

したがって、実施機関が、法、条例、規則等で、「対応拒否」の根拠

がどのように書かれているかについて明文化された規則等を保有してい

ないとして非開示決定を行ったことに問題は認められない。 

５ その他審査請求人の主張について 

その他審査請求人は、本件送付文書の発出に至る経緯や本件送付文書の

記載内容等の適否等について種々の主張をしているが、当審査会は本件審

査請求に係る本件処分の適否について答申を行う機関であり、審査請求人

のこれらの主張の当否は、当審査会の判断の及ぶところではなく、本件処

分に対する当審査会の判断に影響しない。 

６ 結論 

  以上のことから、当審査会は冒頭の「第１ 審査会の結論」のとおり判

断する。  
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審査会の処理経過 

審査会の処理経過は、次のとおりである。 

年 月 日 処   理   内   容 

令和元(2019)年７月５日 ・諮問庁から諮問書を受理 

令和元(2019)年９月13日 

（第26回審査会第１部会） 

・事務局から経過概要の説明 

・審議 

令和元(2019)年11月27日 

（第28回審査会第１部会） 

・実施機関の意見聴取 

・審議 

令和２(2020)年１月24日 

（第30回審査会第１部会） 
・審議 

令和２(2020)年２月19日 

（第31回審査会第１部会） 
・審議 

令和２(2020)年３月13日 

（第32回審査会第１部会） 
・審議 
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